
　一般会計の歳出決算額は48億９千万円、特別会計の歳出決算額は20億３千万円で、全会計を合わせる

と69億２千万円となり、前年度と比較すると４億８千万円の増、率にすると7.5％の増となりました。

　町の収入や支出、町債や基金の状況をまとめたもので一般会計を中心にお知らせします。

令和２年度 決算状況
すべての会計の歳出決算総額は

69億2千万円

令和２年度に実施した主な事業

その他にも・・・

　・校内無線ＬＡＮ整備事業　・公営住宅新築事業　・高齢者おでかけハイヤ―支援事業

新型コロナウイルス感染症対策として・・・

　・お買い物クーポン発行事業　・飲食宿泊施設緊急支援事業　・学習用情報機器整備事業

　・介護サービス事業所応援金事業� などを実施しました。

河川改修事業 特産品振興事業

和寒町の財政状況をお知らせします

カントリーエレベーター改修事業
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　令和２年度は「安心して暮らすことのできるまちづくり」「産業育成による活気あるまちづくり」

「ひとが輝くまちづくり」の３つの方針を基に、皆さまが安全で安心な生活ができるよう、生活支援

やインフラ整備など予算の執行に取り組んできました。

� ※数値は万円未満四捨五入で計算しています。

【　歳　出　】 （単位：万円）

区���分 金�額 構成比

議 　 会 　 費 3,774� 0.7％

総 　 務 　 費 65,665� 13.4％

民 　 生 　 費 64,432� 13.2％

衛 　 生 　 費 54,313� 11.1％

農 � 林 � 業 � 費 60,856� 12.5％

商 　 工 　 費 17,495� 3.6％

土 　 木 　 費 65,634� 13.4％

消 　 防 　 費 14,097� 2.9％

教 　 育 　 費 33,228� 6.8％

災 害 復 旧 費 1,381� 0.3％

公 　 債 　 費 47,770� 9.8％

給 　 与 　 費 59,984� 12.3％

諸支出金・予備費 0� 0.0％

歳出合計 488,629� 100.0％

歳入歳出差引残額� 9,178

繰越明許額� 3

実質収支額� 9,175

（単位：万円）

区���分 金�額 構成比

町 　 　 　 税 29,523� 5.9％

地方譲与税等交付金 20,253� 4.1％

地 方 交 付 税 240,307� 48.3％

分担金及び負担金 7,680� 1.5％

使用料及び手数料 8,163� 1.6％

国 庫 支 出 金 78,092� 15.7％

道 � 支 � 出 � 金 38,542� 7.7％

財 � 産 � 収 � 入 4,039� 0.8％

寄 　 附 　 金 4,079� 0.8％

繰 　 入 　 金 13,963� 2.8％

繰 　 越 　 金 1,115� 0.2％

諸 　 収 　 入 10,840� 2.2％

町 　 　 　 債 41,211� 8.4％

歳入合計 497,807� 100.0％

　財政状況について、実質的な収支は黒字を維持しています。

　90％を超えると硬直化しているとされる財政の弾力性や自由度を示す経常収支比率は76.3％

（R１�76.3％）と良好な水準を保っています。

　また、借金の割合が25％を超えると財政を圧迫しているとされる実質公債費比率においても

2.9％（R１�2.4％）と良好な水準を保っています。

【　歳　入　】

自主財源

16.0％

依存財源

84.0％

町税
分担金・負担金の一部
使用料・手数料・財産収入
寄附金
諸収入の一部・繰入金
繰越金

地方譲与税
利子割交付金
地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金・負担金の一部
国庫支出金
道支出金
諸収入の一部
町　債

人件費

14.0％

物件費

12.5％

補助費等

30.0％
扶助費

3.4％

維持補修費

3.1％

普通建設

事業費

16.3％

災害復旧費

0.3％

公債費

9.8％

積立金

1.4％

出資金

0.2％

貸付金

1.2％

繰出金

7.8％

消費的

経費

63.0％

投資的

経費
16.6％

公債費
9.8％

その他
10.6％

令和２年度　一般会計決算状況
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　納めていただいた税金は、行政サービスの実施や公共施設の整備に使われています。

　いずれの税目においても高い収納率となっています。

科　　目 課�税�額�(万円) 収�入�額�(万円) 収�納�率 課税１人あたり

町 　 民 　 税 13,783 13,497 97.9％ 43,343円

固 定 資 産 税 12,782 11,903 93.1％ 40,195円

軽 自 動 車 税 1,333 1,324 99.3％ 4,192円

市 町 村 た ば こ 税 2,799 2,799 100.0％ 8,802円

計 30,697 29,523 96.2％ 96,531円

国 民 健 康 保 険 税 11,133 10,613 95.3％ 35,009円

※R3.3.31現在人口3,180人で1人あたり算出

　基金残高と町債残高の状況を特別会計とあわせてお知らせします。

【基金残高】 （単位：万円）

区　　　分
年度末
現在高 増減額

一
般
会
計

財 政 調 整 基 金 78,523 7,209

減 債 基 金 45,848 -4,976

そ の 他 基 金 206,342 905

� 合 　 　 計 ① 330,713 3,139

特 別 会 計 基 金 ② 15,290 -2,037

備荒資金組合積立金 ③ 72,780 285

合　計（①＋②＋③） 418,783 1,386

【町債残高】 （単位：万円）

区　　　分
年度末
現在高 増減額

一 般 会 計 債 ① 368,599 -5,098

特
別
会
計

簡 易 水 道 事 業 債 107,076 -7,407

公共下水道事業債 25,007 756

町立病院事業企業債 3,129 -696

介 護 保 険 事 業 債 3,886 500

合 　 　 計 ② 139,098 -6,848

合 　 計 （ ① ＋ ② ） 507,697 -11,946

　一般会計における基金残高と町債残高の推移です。
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（単位：億円）

※R3.3.31現在人口3,180人で1人あたり算出

基金残高 町債残高

R2H24 H26 H28 H30

一人あたりの基金・町債残高

基金 104万円 [前年対比＋３万円]

町債 116万円 [前年対比＋１万円]

町税の状況

基金の残高、町債の残高の状況

基金及び町債年度末現在高の推移（過去10年）

梢　広報わっさむ　令和３年12月号7



　普通交付税は、自治体の運営に必要とされる基準額を計算し、税金など一定の収入を差し引いた額

を自治体に交付する制度です。
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【単位：億円】普通交付税 特別交付税 臨時財政対策債

※特別交付税＝その年における特別な事情で交付される制度。
※臨時財政対策債＝普通交付税で交付されるべき額のうちの一部を起債し、後年度に交付税補てんされる制度。

　令和２年度の特別会計の決算状況をお知らせします。

 （単位：万円）

国民健康保険会計

歳 入 決 算 額 52,546

歳 出 決 算 額 51,892

差 引 654

基 金 残 高 8,648

後期高齢者医療会計

歳 入 決 算 額 7,085

歳 出 決 算 額 7,055

差 引 30

病院事業会計

歳 入 決 算 額 39,970

歳 出 決 算 額 41,634

差 引 △ 1,664

町 債 残 高 3,129

簡易水道事業会計

歳 入 決 算 額 15,671

歳 出 決 算 額 15,369

差 引 302

基 金 残 高 374

町 債 残 高 107,076

公共下水道事業会計

歳 入 決 算 額 18,660

歳 出 決 算 額 18,329

差 引 331

基 金 残 高 1,053

町 債 残 高 25,007

介護保険会計

[保険事業勘定]

歳 入 決 算 額 62,174

歳 出 決 算 額 59,405

差 引 2,769

[介護サービス事業勘定]

歳 入 決 算 額 9,904

歳 出 決 算 額 9,886

差 引 18

基 金 残 高 5,215

町 債 残 高 3,886

【用語解説】

自 主 財 源
町が自主的に収入として得ることができる財源。町税、使
用料等

物 件 費
消費的な性質の経費のうち、他の性質に属さないもの。消耗
品費、光熱水費など

依 存 財 源
国・道の基準により定められた額を交付される。地方譲与
税、地方交付税等

補 助 費 各種団体に対する助成金や負担金など

町 税 町民税、固定資産税、軽自動車税など 扶 助 費 被扶助者に対してその生活を維持するために支出される経費

地方譲与税
揮発油税、自動車重量税、消費税、自動車取得税などの一
部が地方に配分されるお金

維持補修費 町が管理する道路や学校などの公共施設の修繕に要する経費

地方交付税
町の規模により、標準的に必要なお金を算定し、国から交
付されるお金

投資的経費
道路、住宅、学校などの公共施設の新設、増設、改修事業な
どに要する経費

町 債 公共事業などを行なうときに国などから借り入れる借金 公 債 費 借金返済に充てる経費

地方交付税の推移（過去10年）

令和２年度　特別会計決算状況
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一般会計の現在の予算総額は46億１千万円
　９月30日現在の一般会計予算総額は46億１千万円です。お買い物クーポン発行事業や和寒元気！プ

レミアム応援券発行事業に対する負担金など新型コロナウイルス感染症対策の事業を追加しており、

当初予算45億２千万円から９千万円増加しています。

　今後も、新型コロナウイルス感染症対策を継続しつつ財政の健全化を維持しながら予算の執行に取

り組んでいきます。

※表の歳入出合計には地方自治法第213条に基づく令和２年度の繰越明許費が含まれています。

【歳�入】 （単位:万円）

区　分 予算額 構成比 収入済額
対予算

執行比率

町　　　 税 28,738 5.9％ 16,732 58.2％

地方譲与税等交付金 18,094 3.7％ 8,822 48.8％

地 方 交 付 税 226,000 46.7％ 172,057 76.1％

分担金及び負担金 7,634 1.6％ 3,264 42.8％

使用料及び手数料 8,462 1.7％ 4,165 49.2％

国 庫 支 出 金 58,546 12.1％ 18,243 31.2％

道� 支� 出� 金 33,575 6.9％ 8,855 26.4％

財� 産� 収� 入 4,020 0.8％ 581 14.5％

寄　 附　 金 5,001 1.0％ 1,637 32.7％

繰　 入　 金 39,261 8.1％ 169 0.4％

繰　 越　 金 1,003 0.2％ 1,003 100.0％

諸　 収　 入 11,162 2.3％ 1,231 11.0％

町　　　 債 43,730 9.0％ 0 0.0％

歳 入 合 計 485,226 100.0％ 236,759 48.8％

【歳�出】 （単位：万円）

区　分 予算額 構成比 支出済額
対予算
執行比率

議　 会　 費 4,144 0.9％ 1,923 46.4％

総　 務　 費 64,667 13.4％ 12,486 19.3％

民　 生　 費 70,005 14.4％ 26,310 37.6％

衛　 生　 費 48,948 10.1％ 14,643 29.9％

農� 林� 業� 費 50,183 10.3％ 16,785 33.4％

商　 工　 費 11,545 2.4％ 7,245 62.8％

土　 木　 費 70,510 14.5％ 12,108 17.2％

消　 防　 費 15,008 3.1％ 7,699 51.3％

教　 育　 費 34,037 7.0％ 12,500 36.7％

災 害 復 旧 費 2,391 0.5％ 387 16.2％

公　 債　 費 49,608 10.2％ 24,257 48.9％

給　 与　 費 63,970 13.2％ 28,854 45.1％

諸支出金・予備費 210 0.0％ 0 0.0％

歳 出 合 計 485,226 100.0％ 165,197 34.0％

≪今年度実施の主な事業≫
救急外来受診時交通費助成事業　　　　公営住宅新築工事　　　　東山スキー場設備更新事業

（新型コロナウイルス対策地方創生臨時交付金で実施した主な事業）

お買い物クーポン発行事業　　　小中学校感染予防対策事業　　　　�オンライン生涯学習等環境整備事業

救急活動支援事業　　　　　　�web会議・研修会環境整備事業　　　公共的空間安全・安心確保事業

プレミアム応援券発行事業　　　経営継続緊急支援事業

≪一般会計≫

　９月30日現在の特別会計の予算額及び執行状況は次のとおりです。

　皆さまの生活に欠かせないものですので、健全化を維持しながら予算の執行に取り組んでいきます。

≪特別会計≫

（単位：万円）

会  計  名 予算額 収入済額 執行率 支出済額 執行率

国 民 健 康 保 険 会 計 80,344 33,219 41.3％ 31,088 38.7％

[ 保 険 事 業 勘 定 ] 54,946 24,921 45.4％ 20,432 37.2％

[ 診 療 施 設 勘 定 ] 25,398 8,298 32.7％ 10,656 42.0％

簡 易 水 道 事 業 会 計 16,890 3,042 18.0％ 8,128 48.1％

公共下水道事業会計 24,520 5,011 20.4％ 4,125 16.8％

後期高齢者医療会計 7,115 2,101 29.5％ 2,110 29.7％

介 護 保 険 会 計 74,115 33,795 45.6％ 28,132 38.0％

[ 保 険 事 業 勘 定 ] 62,407 30,432 48.8％ 23,065 37.0％

[サービス事業勘定] 11,708 3,363 28.7％ 5,067 43.3％

令和３年度 各会計執行状況　（令和３年９月30日現在）
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